"Encampment" and Freedom of Expression by 内藤 光博
「宿営型表現活動」と表現の自由
─いわゆる「経産省前テントひろば」裁判に関する憲法学的考察─








































































































時的な泊まり込み(The temporary quarters, formed by tents)」(The Oxford English





































































































































































































































































































































































































19 George Pring, Penelope Canan, SLAPPs: Getting Sued for Speaking Out, Temple























(ed), Black’s Law Dictionary, Tenth Edition, 2014, p. 293.）アメリカとドイツの萎縮
的効果論を基軸に「表現の自由」保障の本質について詳細に論じた研究書として，
毛利透『表現の自由─その公共性ともろさについて』（岩波書店，2008年）を参照。
21 わが国のスラップ訴訟の事例について，前掲 SLAPPICのホームページ http://
slapp.jp/japan.html，労働法律旬報2014年7月下旬号（1820号）を参照。
22 本件における経産省のスラップ訴訟性を論じた文献として，内藤光博「スラップ
訴訟と表現の自由-経産省前『テントひろば』裁判について-」法と民主主義493号
（2014年11月号）32頁以下参照。
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第1に，土地明渡しの対象となっている経産省前の土地は，前述のよう
に，公開空地として一般市民に提供された空間であり，その目的も特定さ
れていない。経産省はその土地から何らの経済的利益をあげているもので
もなく，またテントが設置されたからといって，一般市民の公共利便性を
大きく損なうものでもない。つまり，経産省にとっては，逸失利益は何も
存在しないといえる。
第2に，「経産省前テントひろば」のテント設営地は，経産省が公開空
地としているが故に，事実上の「パブリック・フォーラム」としての機能
を担っているといえる。
すなわち，「テントひろば」のテント設営地は，「パブリック・フォーラ
ム」として，憲法が保障している自由な言論活動に利用されているのであ
り，誰に対しても意見表明を行うために開かれているのであるから，テン
トが設置されているとはいえ決して違法な占有などとはいえないといえよ
う。
第3に，前述のように，原発政策を推進してきた経産省前で，原発に反
対する意見表明を行うことは象徴的な言論行為といえる。すなわち，反原
発・脱原発の主張を，原発政策を推進してきた経産省前で行うことは，政
治や社会に対する最も効果的な意見表明行為といえるのである。
第4に，経産省は，土地明渡しの他に，高額な損害賠償を請求している
が，これこそまさに市民の言論活動に対する制約行為であるといえる。つ
まり，経産省は「テントひろば」のテント設営地から何らの収益や利益を
得ているわけではないのであるから，損害となるべき権利侵害は生じてい
ないにもかかわらず，多額の損害賠償を要求することにより，本件市民ら
に言論活動を躊躇させる効果（萎縮的効果）を期待し，言論を封じ込めよ
うとする意図を読み取ることができる。
経産省による本件提訴の真の目的は，土地の明渡しでも損害賠償金を手
に入れることでもなく，もっぱら脱原発・反原発に対する言論の抑圧にあ
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るといえよう。
したがって，この裁判は，政府により土地明渡しにかかわる民事裁判と
して提起されたものであるが，その本質は，政府による脱原発・反原発運
動に対する言論抑圧事件であり，さらにはこうした言論抑圧を通じて，政
府の原発事故についての責任を回避し，原発推進政策を維持・強行しよう
とする意図をもつスラップ訴訟であるといえる。
Ⅴ．結 論
以上論じてきたところにより，以下のことが明確となった。
第1に，「宿営型表現活動（テントの設営および泊まり込み）」は，憲法
21条1項が保障する表現の自由の一類型としての「集会の自由」の実行行
為として厚い保護を受けるべきことである。
なぜなら，テントを設営し，そこに寝泊まりして意見表明活動を行う
「宿営型表現活動」は，①集会やデモ行進とならんで，表現活動の有効な
方法であること，②テントで，長期的・継続的に意見表明や政府に対する
異議申立て活動をすることにより，自分たちの意見を社会的にアピールし，
問題の所在を明確にして，多様な議論を喚起すること，③テントに集まる
人々が寝起きを共にすることにより，互いに意見や情報の交換を行い，互
いの考えを深め合うことを可能にすることから，民主主義の基底をなす自
己統治の価値と個人の発展を促す「自己実現の価値」に合致する活動とい
えるからである。
第2に，本件「経産省前テントひろば」における「テント設営および泊
まり込み」による宿営型表現活動は，原発事故により長期的避難を余儀な
くされている被害者や放射能汚染に苦しむ福島の人々，そして反原発・脱
原発を主張する一般市民が「人間に値する生存」を維持しようとするため
の「やむにやまれぬ行為」であることから，とりわけ強く表現の自由の保
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障を受けるべきことである。
第3に，「経産省前テントひろば」は，いわゆる「パブリック・フォー
ラム」にあたり，経産省の管理権よりも本件市民らの「集会の自由」の保
障が優位されるべきことである。
第4に，経産省による本件市民らに対する提訴は，訴訟による権利救済
などの実質的な法的利益がないと考えられることから，「裁判を利用した
言論抑制」，すなわちスラップ訴訟であり，実質的な表現の自由への侵害
行為であることである。
付記：本稿は，本文でも述べたように，筆者が，本件訴訟に関して，2015
年2月19日に，東京地方裁判所民事37部に提出した「いわゆる『経産省
前テントひろば』に関する憲法学的意見書─表現の自由と『エンキャン
プメンとの自由』」と題する意見書に，加筆・修正を加えた論説である。
意見書のオリジナル版は，経産省により訴えられた本件訴訟当事者であ
る淵上太郎氏の手により，情況2015年6月号53頁以下に掲載されている。
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